
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
教育関係共同利用拠点（大学の職員の組織的な研修等の実施機関）
申請書
	大学名
	

	申請者
	学　長　名
	

	
	本部所在地
	〒



	拠点の名称
	（例：○○○○○拠点）

	申請施設の名称
	（例：○○教育センター等）

	申請施設の種類
	大学の職員（教員を含む。以下同じ。）の組織的な研修等の実施機関

	申請組織の代表者
（申請施設の運営について権限を有する者）
	フリガナ
	
	所属部署
	

	
	氏名
	
	
	

	
	役職名
	

	
	所在地
	〒



	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	E-mail
	

	１．教育関係共同利用拠点の全体概要（告示第二条第一号及び第三条第一号関係）

	（1） 共同利用拠点としての認定を受ける趣旨及び必要性

· 以下のフォーマットに沿って記載してください。
１．取組の区分（該当する取組に○を記載してください）
a．ＦＤを実施

b．ＳＤを実施

c．ＦＤ及びＳＤを実施

２．取組の内容（実施する取組の区分に応じて記載してください）
１．で　a.又はc.と回答した場合

取組内容

実施する取組に○を記載

その取組が必要とされる理由
※根拠やデータに基づいて記載してください
教員として必須の基礎的・共通的なことに関する内容
キャリア段階別に必要な内容

学問分野別に関する内容

教育プログラムの領域別に必要な内容

大学院生へのプレＦＤに関する内容
その他（○○○に関する内容）

１．で　b.又はc.と回答した場合

取組内容

○を記載

その取組が必要とされる理由
※根拠やデータに基づいて記載してください

職員として必須の基礎的・共通的なことに関する内容
キャリア段階別に必要な内容
専門的職員の分野別に関する内容
その他（○○○に関する内容）

３．具体的な取組、取組の成果（実施する取組の区分に応じて記載してください）

１．で　a.又はc.と回答した場合
取組内容

①左記取組の具体的内容、②取組の成果等について記載
※①、②については、これまでの利用実績と今後の取組を分けて記載してください。
※文部科学省調査「平成２７年度大学における教育内容等の改革状況について」の調査結果（ http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/daigaku/04052801/1398426.htm）を参照いただき、回答の割合が比較的低い項目や、回答の割合は比較的高いが、内容の充実をさらにはかるべきとお考えの項目等、各大学において大学教育の改革を加速させるために必要と考えられる取組を具体的に記載してください。
※企業等での実務経験を有する教員が対象として想定されている場合は、取組内容を具体的に記載してください。

※これまでの利用実績の概要（記載例：平成28年度セミナー（４回開催）参加者100名）については、「申請施設におけるこれまでの主な利用実績【別紙１】」に記載してください。
教員として必須の基礎的・共通的なことに関する内容
キャリア段階別に必要な内容

学問分野別に関する内容

教育プログラムの領域別に必要な内容

大学院生へのプレＦＤに関する内容

その他（○○○に関する内容）

１．で　b.又はc.と回答した場合
取組内容

①左記取組の具体的内容、②取組の成果等について記載
※①、②については、これまでの利用実績と今後の取組を分けて記載してください。
※文部科学省調査「平成２７年度大学における教育内容等の改革状況について」の調査結果（ http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/daigaku/04052801/1398426.htm）を参照いただき、回答の割合が比較的低い項目や、回答の割合は比較的高いが、内容の充実をさらにはかるべきとお考えの項目等、各大学において大学教育の改革を加速させるために必要と考えられる取組を具体的に記載してください。
※これまでの利用実績の概要（記載例：平成28年度セミナー（４回開催）参加者100名）ては、「申請施設におけるこれまでの主な利用実績【別紙１】」に記載してください。
職員として必須の基礎的・共通的なことに関する内容
キャリア段階別に必要な内容
専門的職員の分野別に関する内容
その他（○○○に関する内容）



	２．申請施設の概要（告示第二条第二号及び第三条第二号、第三号関係）

	※　申請施設におけるこれまでの主な利用実績【別紙１】
※　申請施設の組織、人員、経費等

※　「学則その他大学の内規等で申請施設の設置を規定しているものの写し」、及び「概要の分かる資料（パンフレット等）」を添付して下さい。ただし、新設される拠点で学則等の規程が未整備の場合、今後整備する学内規定における位置付けや、設置計画の概要等、内容の分かるものを提出して下さい。

※　運営上の責任体制に関する部分については、傍線を引くなどして明示するようにして下さい。
※　経費に関する資料として、以下についても提出して下さい。

　　①　申請施設の運営に関する経費の概要がわかるもの

　　②　利用にあたって費用徴収を行う場合、利用料金がわかる資料
人員（令和元年5月１日現在）

教授
准教授
講師
助教
助手
小計
技術職員
事務職員
合計
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　（　　　　）
　（　　　　）
　（　　　　）
　（　　　　）
　（　　　　）
　（　　　　）　
　（　　　）
　（　　　）
· 　　　）
(注)上段には専任の職員数を記入し、下段には兼担職員や非常勤職員等の人数を、（　）書き、外数で記入して下さい。
※　今後、拠点化にあたり学内措置等により人員の拡充等を予定している場合は、その旨を記入して下さい。


	３．教育関係共同利用の状況

	（１）運営委員会の状況

　設置規則及び委員名簿を別途添付して下さい（告示第二条第三号及び第三条第四号関係）
＜記載上の留意点＞

申請施設の種類に応じ、委員構成についての考え方を説明してください。



	（２）教育関係共同利用の公募方法（告示第二条第四号及び第三条第五号関係）

※共同利用拠点を利用する大学に関する公募・決定の方法について記載して下さい
　


	（３）教育関係共同利用に供する施設、設備及び資料等の状況
（告示第二条第五号及び第三条第六号関係）
※　共同利用に供する施設、設備及び資料等の状況【別紙２】

＜記載上の留意点＞

以下の点を記載して下さい。

・施設・設備及び資料等がどの程度必要であるか。また、それに対してどの程度の施設・設備及び資料等が整備されているか。（今後の整備計画も含む）


	（４）共同利用する大学や利用者に対する支援体制（告示第二条第六号及び第三条第七号関係）
　　＜記載上の留意点＞

　以下の点を記載して下さい。
・ＦＤ又はＳＤに関する講師やコンサルタント、コーディネーター等の経験を持ち、専門性を備えた専任の担当者が配置されているか。

・ＦＤ又はＳＤに関する調査研究や情報収集等を通じ、職員や研修等担当者等からの相談に適切な対応が可能な体制がとられているか。

・成功または課題を残したＦＤ・ＳＤの事例など各大学が真に役立つ、様々な事例を収集し、提供できる体制がとられているか。

・他大学からの要請に応じた講師の派遣が可能であるか。

・自大学・他大学においてＦＤ・ＳＤの取組の積極的な普及が可能であるか。

・ＦＤの取組を行う機関の場合、教育評価の手法・ツールの開発等、各大学においてＦＤを普及・定着させる観点から必要と考えられる取組を行うことが可能であるか。

	（５）教育関係共同利用に関する情報提供・情報発信（告示第二条第七号及び第三条第八号関係）
　　 　※  教育関係共同利用に関する外部への情報提供の内容・方法について記載して下さい。


	（６）単年度又は複数年度の教育関係共同利用の計画、共同利用への利用見込み大学、利用見込み者数等
（告示第二条第八号及び第三条第九号関係）
· フォーマットに沿って記載してください。
計画内容

共同利用への利用見込み大学数

利用見込み者数

記載例：シンポジウム、研修等

記載例：国立○大学、私立○大学

記載例：○○地域からの利用を想定、国立大から○人、私立大から○人


	４．その他（告示第二条第一号から第八号及び第三条第九号関係）

拠点認定の継続を希望する施設のみ記載して下さい。

	　　※　前回の拠点施設認定時の通知に記載された「特記事項」とそれに対する本申請時までの「取組内容」を記載して下さい。

	

	事務担当責任者
※貴学の窓口として、確実に連絡がとれる方を記載してください。
	フリガナ
	
	所属部署

役職名
	

	
	氏名
	
	
	

	
	所在地
	〒



	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	E-mail
	


【別紙１】
申請施設におけるこれまでの主な利用実績

（平成○○年度～平成○○年度）

	利用実績の概要

	※利用実績の案件ごとに、約100字程度で説明してください。
（記載例：
平成28年度の利用実績について

ＦＤer養成のためのセミナー10回開催、参加者数合計200名（内訳：学内70名、学外130名）

SDに関するシンポジウム１回開催、参加者数300名（内訳：学内100名、学外200名）
講師派遣依頼数　25回）



○○○大学○○○○○（申請施設名）

※　新規申請は過去３年度分（平成28年度～平成30年度）、再認定は認定期間中の主な利用実績について、記入すること。その際、公募通知の記載を踏まえた利用実績がわかるよう留意するとともに、共同利用以外の通常の利用についても状況がわかるように留意すること。
【別紙２】
共同利用に供する施設、設備及び資料等の状況

○○○大学○○○○○（申請施設名）

	施設、設備及び資料等名
	概　　　　要

	
	

	
	※施設、設備、資料（○○文献データベース等）等ごとに、約50字程度で説明

	
	

	
	

	　
	　

	※　専門性が高い施設、設備等については、その内容が具体的に分かるように写真等を付すなど、概要及びその用途が分かり易くなるよう記載して下さい。



※　現在共同利用者が利用することが可能な設備・資料等について記入すること。
※　新設される設備については、予定を記入すること。
別添３





変更点








PAGE  
- 6 -

